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原子力安全部会セッション 

ソースターム評価に関わる諸課題と今後の取り組み 
Issues on Source Term Evaluations and Future Researches & Development 

（1）過酷事故解析とソースターム 

(1) Analysis of Accident Progressions and Source Terms for Severe Accident Conditions 
＊梶本光廣 1, 星 陽崇 1 

1原子力規制庁 
 
1. はじめに 
 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災の際、東京電力福島第一原子力発電所の 1 号から 3 号までが炉心損傷に

至り、多量の放射性物質が原子炉施設から放出 1)されるという、重大な事故が発生した（以後、「福島原子

力発電所事故」）。このような重大事故時の放射性物質挙動については、1979 年に発生した TMI-2 事故 2)以

後、シビアアクシデント研究及び確率論的リスク評価（PRA）の研究の相互補完によって、多くの知見が

蓄積されてきた。この領域でいう「ソースターム」とは、放出される放射性物質の種類、性状、放出開始

時期、放出継続時間等を総称のことである。放出先が「大気中」の場合が一般的であるが、「格納容器」等

の場合もある 3)。 
 本稿では、重大事故に至る種々の事故シーケンスのソースターム評価及び安全性評価等への適用の現状

並びに今後の課題についてふれる。 
 
2.ソースターム評価に関する研究 
2-1. シビアアクシデント時の放射性物質挙動に関する研究 
シビアアクシデント時の放射性物質挙動を、模式的に Figure 1.に示す 4, 5)。事故時に燃料から放出された

エアロゾル状及びガス状の放射性物質は、原子炉冷却系内で沈着すると共に、一部は破断口や逃し安全弁

を経由して、格納容器系へ移行する。格納容器内では、

沈降及び凝縮等の自然沈着、格納容器スプレイ及び圧

力抑制プールなどの工学的安全設備によって雰囲気中

から除去される。ソースタームの検討において、事故

時の放射性物質挙動の把握が重要である。これらの解

析モデルの多くは 1970 年代から 1990 年代半ばまでに

実施された試験の結果を利用して検証された。 
(1) 自然沈着及び工学的安全設備による除去 

事故後、事故緩和系の機能喪失や運転員による復旧

操作に失敗すると、炉心損傷に至る。炉心損傷後の早

期には、燃料から Kr-Xe、I、Cs などが放出される。難

揮発性の Sr 等は、炉心温度がかなり高温になるまで燃

料内に留まる。このように、事故の進展に伴って雰囲

気中の放射性物質の組成が変化するなかで、大部分はエアロゾル化して構造物表面に沈着する。 
気体状放射性物質は、構造物又はエアロゾル表面で蒸気圧に応じて凝縮・蒸発したり、構造物表面に吸

着する。エアロゾル状放射性物質は、拡散、熱泳動、拡散泳動、重力沈降、慣性衝突等によって構造物表

面に沈着する。その際、沈着速度は粒子径に依存する。 
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Figure 1.  Radionuclide Behavior under Severe 

Accident Conditions (ref. 4, 5) 
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PWR の加圧器逃しタンク、蒸気発生器及び BWR の圧力抑制プールでは、プール・スクラビングによる

気体状及びエアロゾル状放射性物質の除去が期待できる。また、格納容器スプレイが作動する状況であれ

ば、格納容器に浮遊する気体状及びエアロゾル状放射性物質の除去が期待できる。 
(2)事故晩期の放射性物質挙動 
事故緩和系の作動や運転員の回復操作にもすべて失敗すると、溶融した燃料・構造物の一部は原子炉（圧

力）容器を貫通して、格納容器内に移動する。このような事態に至ると、a)格納容器内に流出した燃料か

らの放射性物質放出に加えて、b)原子炉冷却系の構造物に沈着した放射性物質が蒸発して原子炉（圧力）

容器の破損口から格納容器雰囲気中に放出される 3)。 
シビアアクシデント条件下での放射性物質挙動において、エアロゾル状の放射性物質の解析の基盤はか

なり確立されてきた。しかしながら、化学反応による化学形態の変化や揮発性化合物の形成など、解析上

で不確実さが大きな現象の解析モデル及び検証のためのデータの蓄積が重要である。 
 

2-2. 確率論的リスク評価（PRA）に関する研究 
1990 年代の初めには、シビアアクシデント研究と確率論的リスク評価の研究の成果とが相互補完できる

ようになり、事故シーケンスグループの検討が飛躍的に進んだ 5)。これらの成果は、日本原子力学会の PRA
実施基準にも反映されている。 
(1) 事故シーケンスグループのソースターム 

BWR-5 Mark-II 原子炉施設のソースタームの解析結果を Figure 2.に示す。横軸は炉心損傷開始から格納

容器過圧破損に至るまでの時間である。縦軸は、それぞれの事故シーケンスの大気中への放出割合を示し

ている。なお、格納容器の破損箇所

を、ドライウェル、圧力抑制プール

気相部及び圧力抑制プール液相部

とした場合の解析結果を、まとめて

示している。 
高圧系及び低圧系による炉心注

水が失敗すると早期に炉心損傷に

至る（高圧・低圧注水失敗、高圧・

減圧失敗）。その後、事故緩和系の

復旧操作等が失敗すると、原子炉圧

力容器破損、格納容器破損に至る。 
全交流電源喪失では、非常用バッ

テリーが有効な期間までは、蒸気駆

動の隔離時冷却系によって炉心に

注水可能である。このため、炉心損

傷開始から格納容器破損に至るま

での時間が高圧・低圧注水失敗と比

べて短い。 
崩壊熱除去機能喪失や原子炉未臨界確保失敗では、格納容器が破損した後に炉心損傷に至る。このため

炉心損傷開始から格納容器破損に至るまでの時間が、便宜上で負値になっている。 
(2)ソースタームの特徴 

Fig. 2 において破線丸印を付しているのは、圧力抑制プール気相部が破損した場合のソースタームである。

この場合は、大気中へ放出されるまでに圧力抑制プールでのプール・スクラビングによって放射性物質が

除去されるため、他の破損箇所と比べて、ソースタームが小さい。ただし、圧力抑制プールにおける放射

性物質の除染係数（DF）をみると、崩壊熱除去機能が喪失する事故シーケンスグループでは、圧力抑制プ

 
Figure 2. Accident Sequence Groups & Source Terms (ref.5) 
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ールが飽和状態に近いため、プール・スクラビングによる放射性物質の除去効率が低下する。 
炉心損傷開始から格納容器破損までの時間が長いほどソースタームが小さくなる傾向は、格納容器雰囲

気に浮遊する放射性物質がエアロゾルの性状であり、かつ、自然沈着に寄与する時間が長いことによる。 
Fig. 2 の CsI に着目すると、同じ事故シーケンスグループのソースタームは１桁程度の幅に収まる。ただ

し、同じ事故シーケンスグループであっても、破損箇所が異なるとソースタームは桁で相違する。このよ

うに、ソースタームの不確実さ幅を分析する際には、条件の相違を十分に把握しておくことが重要である。

これを区別しないで一括して不確実さ伝播解析をすると、不確実さの幅が不当に大きくなる。 
(3) レベル１PRA とのインターフェイス 
確率論的リスク評価のレベル 2（ソースターム頻度）において、Fig.2 のようなソースタームのプロファ

イル及びその頻度を導くためには、レベル１PRA（炉心損傷頻度）の結果を、事故シーケンスグループ毎

に集約するためのインターフェイス（プラント損傷状態の分類）が重要である。 
 

3. 安全評価等へのソースターム指標の適用 
(1) 安全評価等とソースターム 

原子炉施設の安全評価では、周辺監視区域や敷地境界近傍の線量が一つの指標になっている。例えば、

日本の安全評価の「事故」の判断基準の一つは線量である。この線量を計算するためには、原子炉施設か

ら大気中へ放出される放射性物質の種類、性状、放出開始時期、放出継続時間といった、いわゆるソース

タームの評価が必要である。Figure 3.に、「事故」及び「重大事故」におけるソースターム評価の位置づけ

を示す。 
安全評価の「事故」のソースター

ム評価では、格納容器への放出量や

放出期間（瞬時放出）等に大きな保

守的を見込んでいる。これに対して

米国 NRC は、TMI-2 事故後の研究

成果を反映して、事故の進展に応じ

て格納容器への放出率が変化する

等の格納容器へのソースタームを

考案し、安全評価で適用できるよう

に変更した 3)。 
日本においては、福島原子力発電

所事故後の新規制基準の適合性審

査において、重大事故の中で Cs-137
の放出量が 100TBq を下回るという

ソースタームの情報を判断基準に

している（Fig. 3）。現在、新規制基準に適合した PWR 型原子炉施設の Cs-137 の放出量はいずれも数 TBq
である。なお、重大事故の線量については、新規制制度の「安全性向上評価」の一環として、第１回目の

評価の際に公表することになっている。 
今後も安全評価等におけるソースターム評価の保守性のあり方や指標を、継続して検討することが重要

である。 
(2) 安全性向上評価とソースターム 

新規制制度の「安全性向上評価」では、確率論的リスク評価のレベル 2PRA の中で、ソースタームの超

過発生頻度を評価する。レベル 2PRA のソースターム評価は、最適評価手法を適用して平均値及び不確実

さ幅を評価することが必要である。これらの評価結果が蓄積すると、原子炉施設のソースタームプロファ

イルが明らかになり、全体を俯瞰したソースターム低減策の検討に役立つ。 
レベル 2PRA のソースターム評価では、格納容器イベントツリーで分類される事故シーケンスのすべて

 
Figure 3. Criteria for Safety Evaluation 
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についてソースタームを計算する。事故シーケンスをグループ化する等のアプローチを適用しても、シビ

アアクシデント総合解析コードによる事故進展及び放射性物質挙動の解析が最小限必要である。 
このシビアアクシデント総合解析コードについて、最新知見に基づく解析モデルを導入して、最新の試

験結果による検証を継続することが必要である。 
(3)ソースターム指標の安全規制への適用例 
ソースタームの指標は、防災や安全目標等への適用に加え、ソースターム頻度による安全重要度評価等、

様々な応用分野がある。 
a) 平成30年度第36回原子力規制委員会（平成30年10月17日）において、事前対策において備えておくことが

合理的であると考えられる事故は、「Cs-137の放出が100TBqに相当するもの」とされ、ソースタームが指

標の一つになっている。 
b) また、原子力規制委員会の安全の目標の議論においては、「Cs137 の放出量が100TBq を超えるような事

故の発生頻度は、100 万炉年に1回程度を超えないように抑制」となっており、ソースタームが指標にな

っている。 
 

4. おわりに 
ソースタームは、1970 年頃から現在に至るまで、原子炉施設の規制基準や安全性評価の中で検討されて

きた。ソースタームは、事故時の緩和設備の種類・性能及び操作等の原子炉施設の固有の性能を表してお

り気象条件などの影響が少ない等、安全評価等における利点がある。 
このため、現状でソースターム評価と強い関わりがある安全評価、安全性向上評価、防災、安全目標等

の分野について、これまでの技術知見を集約して課題をさらに精査し、基準類整備、技術開発及び基礎・

知見提供の活動に反映することが望まれる。 
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